
 

 

令和６年度福島県カーボンニュートラル普及啓発事業業務委託 

公募型プロポーザル募集要領 

 

１ 目的 

この要領は、令和６年度福島県カーボンニュートラル普及啓発事業業務委託において、公募型プ

ロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により業務委託者を募集する際の手続きについ

て、必要な事項を定めるものである。 

 

２ 委託業務名 

令和６年度福島県カーボンニュートラル普及啓発事業業務委託 

 

３ 業務概要 

「福島県 2050 年カーボンニュートラル」の実現に向けて、県民や事業者等の理解と共感を得な

がら、気候変動対策に取り組むことができるよう、県では令和６年秋頃に「（仮称）福島県カーボ

ンニュートラルの推進等に関する条例」（以下「条例」という。）の制定を予定している。 

※ 現時点での条例の骨子や考え方等については、福島県ホームページで確認できる。 

  令和５年度福島県環境審議会審議結果 

  https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16005a/r-5shingikekka.html 

そのような背景のもと、本業務は、2050 年の主役となる若者世代が、条例やカーボンニュート

ラル実現に向けた取組などに対する理解を深め、そうした若者世代が核となり、県全体への普及啓

発を行うことで、全県的な条例の理解と実践の拡大を図ることを目的に、若者世代を対象とした、

条例やその背景等に関する知識を養うための研修や企業訪問の実施、若者世代による啓発資材の

作成及びその支援、さらには若者世代自らが行う県民向けの普及啓発活動の支援などを行うもの

である。 

 

４ 業務仕様 

 別記「仕様書（案）」のとおり。 

 ※ 具体的な仕様については、企画提案書の選定後に、提案内容を反映して決定し、仕様書を作

成する。 

 

５ 委託期間 

  契約締結の日から令和７年３月 31 日（月）まで 

 

６ 見積限度額 

  6,200 千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

７ 参加資格 

  プロポーザルに参加する者は、次に掲げる資格要件全てを満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しないこと。 

（２）募集要領を公示した日から契約締結までの期間において、本県における入札参加資格制限措



 

 

 

 

置要綱等の規定に基づく入札参加制限中の者でないこと。 

（３）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立てをした者若しくは

なされた者（同法第 41 条第１項に規定する更生手続き開始の決定を受けた者を除く。）又は民

事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立てをした者若しくはなさ

れた者（同法第 33 条第１項に規定する再生手続き開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規

定する暴力団（以下「暴力団」という。）に該当しないほか、次に掲げる者でないこと。 

ア 役員等（提出者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、提出

者が法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結する事務所の代表者その他

経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団又は暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。）。 

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目    

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者。 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい

る者。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者。 

（５）福島県の県税を滞納している者でないこと。 

（６）消費税または地方消費税を滞納している者でないこと。 

（７）確実に業務を遂行するための体制が確保されているとともに、本募集要領に示した業務を確

実に履行できるものであること。 

（８）その他、福島県との協議に柔軟かつ真摯に対応できること。 

 

８ 実施要領等の入手方法 

  本実施要領等については、福島県生活環境総務課のホームページ（※）からダウンロードして 

入手すること。 

  なお、窓口又は郵送等での配付は行わない。 

 ※ http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16005a/nyu-satsu.html 

 

９ 実施スケジュール 

項目 日程 

公募開始 令和６年５月 15 日(水) 

「質問書」の提出期限 令和６年５月 20 日(月) 正午まで 

「質問書」の回答 令和６年５月 21 日(火)以降 

「参加申込書」の提出期限 令和６年５月 24 日(金) 正午まで 

「企画提案書」の提出期限 令和６年５月 30 日(木) 正午まで 

審査会 令和６年６月４日(火)（予定） 

審査結果の通知 令和６年６月６日(木)（予定） 



 

 

 

 

候補者打ち合わせ 令和６年６月７日(金)（予定） 

 

10 質問の受付等 

  質問については、以下により受け付ける。 

（１）受付期間 

   令和６年５月 15 日（水）から令和６年５月 20 日（月）正午まで（必着） 

（２）提出方法 

   「質問書（第１号様式）」を PDF で添付し、電子メールにより「19 問合せ先等」に提出する

こと。その後、提出した旨を「19 問合わせ先等」に電話で連絡すること。 

   なお、電話による質問の受付は行わない。 

（３）回答方法 

   受け付けた質問は、令和６年５月 21 日（火）以降に質問事項と回答を併せて福島県生活環境

総務課ホームページ（※）に掲載する。質問者情報は開示しないこととする。 

   なお、質問書の提出がない場合について、その旨の掲載は行わない。 

  ※ http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16005a/nyu-satsu.html 

 

11 参加申込書の提出 

プロポーザルに参加する意思のある者は、「参加申込書（第２号様式）」をＰＤＦで添付し、電

子メールにより「19 問合せ先等」に提出すること。その後、提出した旨を「19 問合せ先等」に

電話で連絡すること。 

（１）提出期限 

令和６年５月 24 日（金）正午（必着） 

（２）その他 

参加申込書の提出がない者の企画提案は受け付けない。 

 

12 企画提案書等の提出 

プロポーザルに参加する意思のある者は、「11 参加申込書の提出」を行った上で、企画提案書

等を提出期限までに「19 問合せ先等」へ提出すること。 

（１）提出期限 

令和６年５月 30 日（木）正午（必着） 

（２）提出方法 

   持参又は郵送 

ア 持参による提出の受付時間は、月曜日から金曜日（祝日を除く）の午前９時から午後５時ま

で（ただし、令和６年５月 30 日（木）は正午まで）とする。 

イ 郵送の場合は、封筒表面に「令和６年度福島県カーボンニュートラル普及啓発事業業務委託

公募型プロポーザル企画提案書類」と赤字で明記すること。また、郵送時には簡易書留を利用

するなど、書類の送付記録が残る方法で提出すること。 

ウ CD-ROM や電子メール等の電子媒体及び FAX による提出は認めない。 

（３）提出書類 

ア プロポーザル参加者関係書類 

（ア）定款又は寄附行為の写し（法人格を有しない場合は、団体規約の写し等運営規約に相当



 

 

 

 

するもの） 

（イ）登記事項証明書（応募申込書を提出した日から３ヶ月以内のもの。写し可。） 

法人格を有しない場合は、名称、所在地、資産の総額、代表者の氏名及び住所を記載し

た所在地、資産の総額、代表者の氏名及び住所を記載した書類 

（ウ）法人等概要書（第３号様式） 

（エ）法人県民税、事業税及び自動車税の納税証明書（写し可） 

※「県税の未納がないことの証明」のみの提出でも可 

（オ）消費税及び地方消費税の納税証明書（写し可） 

（カ）業務実施体制書（第４号様式） 

（キ）担当者経歴書（第５号様式） 

（ク）誓約書（第６号様式） 

イ 企画提案書（任意様式） 

（４）提出部数等 

ア （３）アに関する書類：１部（正本１部） 

イ （３）イに関する書類：６部（正本１部、副本５部） 

ウ ア及びイについて、提出された書類は返却しない。 

エ 提出書類の作成に要する経費は全て提案者の負担とし、謝礼金・旅費の支払は行わない。 

オ 提出後における企画提案書等の内容変更、差替え又は再提出は認めない。 

（５）提出用紙 

   Ａ４サイズを基本とすること（Ａ３折込可）。 

 

13 企画提案書の記載内容 

仕様書に基づき、以下の事項を盛り込んだ企画提案書を作成すること。 

また、本業務を円滑かつ着実に遂行できる提案を具体的に記載するほか、イメージ図を添付す

るなどして、分かりやすい企画提案書の作成に努めること。 

 【企画提案書の記載内容】 

項目 内容 

コンセプト ・ 企画提案の趣旨 

・ 気候変動対策の現状認識 

・ 条例案への理解 等 

業務内容  

 研修等の実施 （研修の実施） 

・ テーマ及び講師 

（企業等訪問の実施） 

・ 訪問先及び回数 等 

 啓発資材の作成 ・ 作成する啓発資材（３種、ただし１種は将来像イラスト

とする） 

・ 招聘する専門家と支援回数（内容、理由を含む） 等 

 普及啓発の活動支援 ・ 普及啓発活動の場（ターゲット、理由を含む） 

・ 活動回数（内容、理由を含む） 等 



 

 

 

 

 詳細スケジュールの構築等 ・ 業務スケジュール 

・ 学生スケジュール 等 

運営体制 ・ 業務実施体制 

・ 担当者の実務経験 

・ 会社概要（パンフレット可） 等 

類似業務の実績 

（該当者のみ） 

・ 過去２ヵ年（令和４年度以降）に受注した本業務に技術

上類似した業務の受託実績 

事業経費積算 ・ 事業経費積算 

 ※ 本業務に当たり必要と見込まれる経費について、 

可能な限り細分化し、漏れのないよう記載すること。 

 

14 業務委託予定者の選定 

（１）選定方式 

業務委託者の選定は、別途設置する「プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）」

が行うものとする。審査委員会は、企画提案書等を審査し、これを総合的に評価し、業務委託予

定者（単独随意契約の予定者）を選定する。 

（２）審査会（プレゼンテーション） 

審査会は以下のとおり予定しているが、詳細は企画提案者に別途通知するものとする。 

ア 開催日時及び会場 

（ア）日時 令和６年６月４日（火）13 時 00 分～（予定） ※詳細は別途通知する。 

（イ）場所 生活環境部大会議室 

イ 所要時間 

20 分間以内の説明（プレゼンテーション）と 10 分間以内の質疑を実施する。 

（３）審査項目及び配点（100 点満点） 

評価項目 評価内容 配点 

１ 基本的方針 

業務内容等への理

解度 

・ 事業目的や業務内容等を十分に理解

の上、企画提案が行われているか。 
10 点 

企画提案力 
・ 事業の成果を高めるための創意工夫

等が盛り込まれているか。 

２ 業務内容 

研修等の実施 

・ 学生に対して、条例の概要やカーボ

ンニュートラル実現に向けた取組等

が伝わる提案になっているか。 

15 点 

啓発資材の作成 

・ 学生のアイデアが十分に活かされる

とともに、波及効果や実現可能性等を

踏まえた啓発資材や専門家の提案と

なっているか。 

25 点 

普及啓発の活動支

援 

・ 波及効果が見込まれる活動の場の提

案となっているか。 

 

15 点 

詳細スケジュール ・ 業務の全体にわたり、具体的かつ実 15 点 



 

 

 

 

の構築等 現性の高いスケジュールの提案とな

っているか。 

・ 学校及び学生の負担に配慮したスケ

ジュールの提案となっているか。 

３ 実施体制 

受託者としての能

力 

・ 本業務の受託者として十分な専門的

知識やノウハウ、企画力等を有し、業

務を効果的・効率的に行うことができ

る能力を有しているか。 
10 点 

人材の配置 

・ 本業務の実施に当たり必要なノウハ

ウやスキル等を有する担当者が適切

に配置され、確実な業務遂行が可能な

体制となっているか。 

４ 事業費の妥当性 

・ 業務経費見積額の積算内容は、提案

業務内容に対して妥当か。また、事務

的経費の割合は妥当か。 

10 点 

合計（審査委員１名当たり） 100 点 

・ 各審査項目の評価内容に基づき、各審査委員の採点数の合計を算出し、採点数の合計が最

も高かった者を業務委託予定者（随意契約の予定者）とする。 

・ なお、審査委員の採点数の合計が、満点（審査委員数×100 点）の６割以上の事業者を「業

務委託予定者」の目安とする。 

 

15 審査結果の発表及び通知 

（１）期  日：令和６年６月６日（木）（予定） 

（２）発表方法：申請者に対し書面で通知するとともに、県ホームページにおいて公表する。 

（３）そ の 他：審査結果に対する異議申し立て、質問等は一切認めない。なお、選定されなかっ 

た者は、その通知が到達した日から起算して７日（土曜日及び日曜日を除く）以内

に、書面により選定されなかった理由についての説明を求めることができる。 

 

16 不適格事項 

  この要領に定める手続以外の方法により、参加者が関係者に本企画プロポーザルに関する援助

を直接又は間接に求めた場合、その参加者を失格とする。また、提出書類が次のいずれかに該当

した場合についても同様とする。 

（１）提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの。 

（２）作成様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合しないもの。 

（３）記載すべき内容の全部又は一部が記載されていないもの。 

（４）記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

（５）虚偽の内容が記載されているもの。 

（６）予算が見積限度額を超過しているもの。 

 

 



 

 

 

 

17 契約手続 

（１）福島県は本業務に関して最も優れた提案を行った者と仕様書等の協議及び福島県財務規則に

基づく契約交渉を行う。なお、この手続に参加した者が、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第

16 号）第 167 条の４の規定のいずれかに該当することとなった場合、又は交渉の結果契約締結

までに至らなかった場合、契約の締結を行わないことがある。この場合は、次点者と契約の締結

交渉を行う。また、契約者が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者に

該当する場合も契約締結を行わない。 

（２）委託候補者は、契約保証金として契約額の 100 分の５以上の額を、契約締結前に納付しなけれ

ばならない。ただし、財務規則第 229 条第１項各号のいずれかに該当する場合には、契約保証金

の全部又は一部の納付を免除することができる。 

 

18 その他 

（１）作成した啓発資材等の権利は福島県に帰属する。 

（２）本業務として作成した各種コンテンツは、県ホームページ、ポスターやパンフレット等への掲

載、また県が許可した広報媒体において二次使用等を行う場合がある。なお、県が二次使用する

に当たり、第三者の有する著作権その他の権利を侵害することがないよう、制作に当たっては必

要な許諾を得ること。 

（３）プロポーザルで提案のあった規模を下回ることはできない。実現可能な提案とすること。企

画提案書に基づく履行ができなかった場合において、再度の履行が困難又は合理的でないとき

は、福島県は契約の相手方に対し、契約金額の減額、損害賠償の請求、契約の解除、違約金の請

求の対象とすることができる。 

（４）本業務を実施する上で、必要な資材の調達や印刷物の制作等においては、可能な限り県内事

業者を利用するように努めること。 

 

19 問合せ先等 

〒960-8670 

  福島県福島市杉妻町 2 番 16 号（福島県庁西庁舎 10 階） 

  福島県生活環境部環境共生課 淵上 

    電話:024-521-7813  FAX:024-521-7927 

  E-mail: zero_carbon@pref.fukushima.lg.jp 


